
Ⅰ．はじめに

　活動中の火山地域では，堆積時期が新しく固結度の低い地層が
広く分布しており，降雨などに伴って斜面崩壊や土石流など多く
の土砂災害がしばしば発生する。土砂災害を防止・軽減するため
に治山堰堤や護岸工など多くの治山施設が施工されている。この
ような土砂災害の発生機構の解明や対策構造物が機能を十分発揮
するためには，地盤特性の空間的な広がりの評価が重要である。
ボーリング調査などは直接的に地盤の特性を明らかにできるもの
の，コストがかかるため広い範囲を対象に調べるには課題も多い。
このため特に調査条件に制約の多い山地において広い範囲の地盤
特性を効率的に調査する手法が求められている。
　そこで本研究では，ある程度広い範囲の調査が可能となる表面
波探査に着目して，火山域における治山事業のための地盤特性把
握への適用性について検討を行った。

Ⅱ．調査手法

　強度など地盤の物性は，地震波の１つであるS波速度との関係
がこれまでよく調べられており，S波速度の分布を調べることで
広い範囲の地盤物性の分布を推定することができる。S波速度の
分布調査は屈折法地震探査などでも行われるが，その場合大掛か
りな地震動の発生が必要であったり，S波の高速度層に挟まれた
低速度層が感知できないなど，地表付近の詳細なS波速度分布を
解明する場合には課題も多い。一方，表面波探査は，地震波の中
でも主に地表面を伝わる表面波を用いる。表面波は波の持つエネ
ルギーが大きいためカケヤによる人力の起振でも地表付近の地盤
の表面波の速度分布を知ることができ，また高速度層に挟まれた

低速度層も探知することができる等の利点がある。表面波探査は
表面波の中で特にレイリー波と呼ばれる，波の伝わる方向に対し
て垂直面内に生じる波を用いて行う。レイリー波速度（Vr）はS
波速度（Vs）と高い相関（Vr≒０．９２Vs）を持っており（Stokos，
１９８４），これにより表面波探査で地盤のS波速度分布を推定する
ことができる。地盤のS波速度は貫入試験N値との正の相関性が
高い（Imai and Tonouchi，１９８２）ため，地盤の強度分布を概略
的に知ることができる。
　今回の対象地は，桜島西側の長谷川流域内で実施されている治
山事業地内の谷止工周辺である。ここでは土石流災害を防止する
ため多くの流路工や渓岸工が施工されつつある。近傍のボーリン
グ調査によると渓床では桜島火山起源の軽石混じりの砂の埋土が
約９m深まで堆積し，その下はシルト層や軽石混じりの砂層か
らなる土石流堆積物が厚く堆積する。また谷止工設置時の基礎と
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図－１．調査地の状況



なるような強固な岩盤を見いだすことが難しいため，これら堆積
物の上に構造物が設置されている。これらの中で一部の谷止工付
近では数cm程度地盤の変位が見られた。そこで地盤変位が見ら
れた谷止工と変位が見られなかった上流側の谷止工の間の区間で，
渓岸部や渓床部でそれぞれ探査を行い，結果を比較した。測線は
渓床は横断方向，渓岸部は横断方向と縦断方向に設定した（図－
１）。地表変状が見られたのは右岸渓岸部の調査区間の下流側付
近である。
　探査の方法は，地表面に上下方向の振動を検出する加速度セン
サー２４点を一列に配置して，カケヤによる起振を行った。セン
サーの設置間隔は渓床横断方向と右岸縦断方向は２m，それ以外
は１mとした。探査機材は応用地質（株）製McSEIS-SXWを用
いた。得られた全ての振動データを解析し，地点毎の周波数－速
度関係を求めた（鈴木ほか，２００１）。更に表面波の波動理論を用
いて，得られた周波数－速度関係を再現できるような地盤モデル
を逆解析により推定した。周波数－速度関係の観測値と理論値の
差が最も小さくなる時の地盤モデルの表面波速度分布から，表面
波速度とS波速度の関係式を用いて各地点のS波速度を求めて，
これを対象測線のS波速度分布とした。

Ⅲ．結果と考察

　図－２は探査により得られた横断方向のS波速度分布である。
表面波は波長が長い波ほど地盤深部の特性が反映されるが，人力
で発生できる波長の限界などの理由のため，有効な探査深度は最
大１５mである。図では暗色系ほど低速度側にあることをを表す。
S波速度は０．１km/sから０．３５km/sの範囲に分布しており，全体
的にS波速度は表層部ほど遅く，深層部ほど速くなる傾向が見ら
れる。
　Imai and Tonouchi（１９８２）等によるとS波速度とN値は相関
が高く，S波速度が速いほどN値は大きくなる。S波速度の調査
結果を太田・後藤（１９７８）に従ってN値に換算すると約７〜２５
の範囲に相当する。測線近傍の渓床におけるボーリング調査によ
ると，礫打ちした部分とその直下のN値が極端に小さくなった
部分を除けば，地表から深度１３m付近までの範囲でN値は８〜
２２程度であり，S波速度による換算値はこれに近い値であった。
当地の様に礫を多く含む堆積物層では貫入試験によるN値は，
礫の影響を受けやすく解釈が難しくなる場合もある。表面波探査
による推定強度は直接的ではないが，ある範囲の平均的な強度を
反映していると考えられ，概略を把握する場合には有効であると

考えられる。
　また地表の変位が見られた右岸部は左岸部や渓床と比べて低速
度層が広く分布した。ここで同じ測線上で実施された比抵抗法電
気探査の調査結果（図－３）（九州森林管理局，２００４）と比較し
た。図では明色系ほど比抵抗値が小さく，右岸側に低比抵抗帯が
分布している。ここでは右岸側の低比抵抗部分は空隙の大きい部
分の特性を反映すると推定された（九州森林管理局，２００４）。空
隙が大きく密度の低い地盤の場合には一般的にS波速度は低速側
となる傾向にあるため，図－２のS波速度分布は比抵抗分布と整
合的と言える。また図－２より右岸部の標高３５５m付近は特にS
波の高速度層の下に低速度層が分布することが分かった。
　次に縦断方向の探査結果を比較した。図－４には左岸部縦断方
向のS波速度断面，図－５には右岸部縦断方向のS波速度断面を
示した。左岸部では地表から深部になるほど高速度になる傾向が
見られる。一方，右岸部では概略的には表層で低速度，深部で高
速度となる傾向にあるが，右岸部横断面とほぼ同じように標高
３５５m付近に高速度帯に挟まれた低速度層が見られた。更にこの
低速度層は調査区間の下流側のみに分布し，上流側には見られな
いことが分かった。低速度層は，Ｎ値が小さく地盤強度が相対的
に小さい特性を反映していると考えると，右岸側測線上には地表
から１０m深度付近に強度の小さい層が分布していると見なすこと
ができ，その分布は測線の下流側に偏っている。右岸に発生した
地盤の変状は測線下流側の谷止工付近に見られ，測線の上流側の
谷止工近辺では地盤の変状は見られていない。２つの谷止工の間
で地盤変位した範囲は厳密には不明であるが，探査により推定さ
れた地中の低速度層が地盤変位の大きな要因であると考えると，

九州森林研究　No．６１　２００８．３

１２９

図－２．横断測線のS波速度分布

図－３．横断測線上の比抵抗分布（九州森林管理局，
２００４に加筆修正）
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２つの谷止工の周辺地盤の変状の有無の違いを説明することがで
きる。

Ⅳ．おわりに

　本研究により治山施設周辺で地表の変位を起こす地盤要因の解
明に，表面波探査が有効であることが明らかとなった。今後，サ
ンプルなどを用いた室内実験などによる堆積物の振動特性などの
調査や，現地調査を重ねて，表面波探査を利用した山地地域にお
ける斜面災害防止のための地盤調査手法の検討や斜面災害の発生
機構などについて更に検討を行いたい。
　なお本研究は九州森林管理局の委託調査事業の一部として実施
した。現地調査においてお世話になった九州森林管理局および鹿

児島森林管理署の関係各位には深謝申し上げます。
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図－４．左岸側縦断測線におけるS波速度分布

図－５．右岸側縦断測線におけるS波速度分布




